
１． Ｃ重油価格の変動

・ 本支援事業開始以来上昇を続け、平成２０年度第２四半期には９１，０５０円まで上昇。

・ 北京オリンピック後に一転、原油価格が大幅に下落。

・ 第４四半期では３１，５００円にまで下落。事業開始時の水準に反落。

約３倍

２． センターの対応と実績

　基本的考え方

燃料費変動に対し、便乗値上げを排除しつつ柔軟な対応を実施

　計算式

海上輸送費は燃料費とそれ以外のコストで成り立っているため、燃料費の変動分のみを

反映させた式にて、海上輸送費変動率
＊２

を求める

　運用方法

判断目安を内規として設け、変更申請および要請書に対応

燃料費高騰に伴う変更申請市町村数

・ 燃料費高騰に伴う変更申請は２０年度で１２市町村（１２千台分：発生予定台数構成比３２％）

市町村数は前年比３倍（４→１２）。

・ 値上げ幅は、事業に対する関係者の理解と海上輸送価格の低減努力により算出変動率
＊２

内に収まり

平均９％（最大２１％、最小１％未満）にとどまった。

３． 今後の対応

Ｃ重油価格が事業開始の水準に反落したことから、燃料費高騰に伴う特別対応は中止し、

今後は、通常の審査を行なう。

ただし、燃料費の変動動向を引き続き注視し、

大きな市況の変動があった場合は改めて報告を行なうこととする。

燃料費変動に伴う海上輸送単価への対応について

（燃料費の動向）

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度
第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

 燃料費（円／ＫＬ） ３０，８００   ４７，８００   ４８，９００   ６７，５００ ７５，１００ ９１，０５０   ５３，６００   ３１，５００

（年度平均） （30,663） （43,375） （51,438） （60,938）

＋１７，０００ ＋１８，１００ ＋３６，７００ ＋４４，３００ ＋６０，２５０ ＋２２，８００ ＋７００

　 　　１．５５ 　　　　１．５９ 　　　　２．１９ 　　　　２．４４ 　　　　２．９６ 　　　　１．７４ 　　　　１．０２
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（基準）

第４四半期
燃料種類 項目

 対基準額　（増減）

 対基準額　（倍）

（62,813）

２０年度
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１９年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 計

４ ５ ３ ４ ０ １２

2,935 5,955 1,482 4,947 12,384

7% 15% 4% 13% 32%

124% 129% 139% 115%

最大上昇率 15% 15% 21% 20% 21%

最小上昇率 　1%未満 1%未満 7% 2% 1%未満

平均上昇率 6% 6% 12% 9% 9%

２０年度

変更申請市町村数

実
績

算出変動率＊２

発生予定台数構成比

発生予定台数（台）

再資源化支援部作成
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